
（１）労務管理・安全衛生管理について
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 詳しくは、レジュメの後にお付けした資料（介護労働者の労働条件の確保・改善の

ポイント） の１４ページの内容に基づいてお話ししますので、ご参照願います。 

 なお、労働時間の把握に関しては、現行の労働基準法には労働時間の適正な把握を

行うことを定めた規定はありませんが、労働基準法において労働時間、休日、深夜業

等についての規定が設けられていることから、使用者は、労働時間を適正に把握する

など労働時間を適切に管理する責務を有しているといえることにご留意願います。 

３ 時間外労働・休日労働に関する留意点について 

 (1)  ３６協定の遵守について（労働基準法第32条、第35条、第36条） 

・ 労働者に時間外労働・休日労働を行わせるには、事前に３６協定（時間外労働・

休日労働に関する労使協定）を結んで、所轄の労働基準監督署に届け出る必要があ

り、かつ、行わせる時間外労働・休日労働が３６協定で定められた範囲を超えない

ようにする必要があります。 

  ・ ３６協定には時間外労働・休日労働をさせる必要のある具体的な事由や、延長す

ることができる時間（時間外労働を行わせることができる時間）の上限などが定め

られていますが、このような３６協定で定められた範囲を超えて時間外労働・休日

労働を行わせると労働基準法違反となりますので、十分な注意が必要です。 

  ・ 特に、時間外労働を行わせることができる時間の上限には、１日における上限だ

けでなく、１か月における上限や、１年における上限など、一定期間における上限

も定められていますので、そのような３６協定で定められた一定期間における時間

外労働の時間数を確実に把握・記録して、３６協定で定められた範囲を超えないよ

うにする管理が求められます。 

・ また、特別条項を設けている場合には、労働基準法違反とならないために、次の

ことが重要となります。 

○ 特別延長時間を超えないようにすること。 

○ 特別条項を適用する際に労使がとることとされている手続を行うこと。 

○ 特別条項を適用できる回数を超えないようにすること。 

(2) 労働基準法改正による残業時間の上限規制について 

   この度の労働基準法改正により、法律で残業時間の上限が定められ、これを超える

残業はできなくなります（残業時間の上限規制）。 

   この「残業時間の上限規制」の概要は次のとおりです。 
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７ 就業規則、労使協定の労働者への周知について（労働基準法第106条） 

就業規則や労働基準法に規定する労使協定（３６協定など）は法定の方法によって労

働者に周知させる必要があります。 

８ 訪問介護労働者に関する留意事項 

・ レジュメの後にお付けした資料（介護労働者の労働条件の確保・改善のポイント）

の23ページ～25ページの内容に基づいてお話ししますので、ご参照願います。 

・ 主な留意事項は次のとおりです。 

    ○ 訪問介護労働者に対する就業規則の周知 

    ○ 休業手当の適正な支払 

    ○ 移動時間等が労働時間に当たる場合は労働時間として適正に把握すること 

【以下の定めをおく場合には必ず就業規則に書かなければならない事項】 

 ④ 退職手当（適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計算及び支払の方法

並びに退職手当の支払の時期）に関する事項 

 ⑤ 臨時の賃金等（退職手当を除く）及び最低賃金額の定めに関する事項 

 ⑥ 労働者の食費、作業用品その他の負担に関する事項 

 ⑦ 安全衛生に関する事項 

 ⑧ 職業訓練に関する事項 

 ⑨ 災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項 

 ⑩ 表彰及び制裁に関する事項 

 ⑪ 以上のほか、当該事業場の労働者の全てに適用される定めをする場合におい

ては、これに関する事項（例：旅費、福利厚生など） 

① 常時各作業場の見やすい場所へ掲示し、又は備え付けること。 

② 書面を交付すること。 

③ 磁気ディスク等に記録し、労働者が記録内容を常時確認できる機器

を設置すること。 
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